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【論文要旨】
　In　recent　years，　lots　of　Korean　companies　work　on　ethical　management　in　order　to　raise　trans－
parency　of　management．　And　academic　researches　underline　correlation　between　ethical　manage－
ment　and　company’s　profitability，　based　on　the　empirical　data．
　Why　does　such　correlation　appear？　Because　Korean　companies　aim　at　making　themselves　more
survivable　and　more　profit－making　through　ethical　management．
　In　this　article，　we　have　three　tasks．　First，　we　will　review　the　theoretical　considerations　about
relationship　between　ethics　and　pro趾．　Second，　we　will　examine　the　results　of　empirical　studies
about　the　relationship．　Third，　we　will　figure　out　realities　of　ethical　management，　with　the　cases　of
POSCO，　LG　group　and　Shinsegae．
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　　　　　　　ボスコ（POSCO），　LGグループ（LG　Group），新世界（Shinsegae）
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4．おわりに
1．はじめに
　近年，経済のグローバル化が加速するのに伴い，韓国企業を取り巻く経営環境も変化の兆しを見
せ始めている。経営環境の変化の中でも，とりわけ韓国で急務とされている課題の一つに，経営の
透明性向上1がある。例えば，国外からは，IMF（国際通貨基金）やOECD（経済協力開発機構）
さらには世界銀行といった国際機関が韓国企業に経営の透明性向上を強く要求している。この要求
に応えるため，韓国国内でも政府が1999年に「外国公務員に対する賄賂防止法」を，2001年には
「腐敗防止法」を制定・施行し，法制度からの支援体制に乗り出している。さらに，財政経済部が
遵法監視人制度を，公正取引委員会が自律遵守プログラム（コンプライアンス・プログラム）を実
施し，産業支援部は企業倫理評価を行い，金融分析院はマネーロンダリング防止制度を制定するな
ど，各部局レベルでも積極的に経営の透明性向上を図るための対策を講じている2。
　また，韓国企業内において，外国人株主の株式持分比率が増加していること3，さらに1997年末
のアジア通貨危機を境に巻き起こったコーポレート・ガバナンス（企業統治）改革に関する論議に
ついて，韓国企業はアメリカ型のガパナンス，いわゆる株主利益重視型のガバナンスを志向したこ
と4も経営の透明性向上と深い関連があると想定される。
　このように国内外の環境の変化，企業内の変化を受けて，経営の透明性向上に題進している韓国
企業であるが，さらなる透明性向上のための手段として，倫理経営（Ethical　Management）5に積
極・果敢に取り組んでいる企業が近年増加している。（後述）
　さらに同じくして，倫理経営と収益性に関する実証研究も盛んに行われている。韓国企業の中で
は，倫理経営の取り組み動機が社会的責任のためというものではなく，むしろ企業の収益性や生存
性のために取り組んでいるという傾向が一般化しつつあると見えるためである6。
　そこで本研究では，韓国における倫理経営と収益性の間にはどのような関係があるのかを次の3
つの視点から考察していく。第一に，倫理性と収益性について理論的枠組みを提示する。第二に，
倫理経営と収益性に関する実証研究の結果を取り上げる。第三に，韓国国内でも倫理経営にいち早
く取り組んだPOSCOとLGグループ，そして倫理経営と収益性を見事に結びつけた新世界
（Shinsegae）の事例を取り上げ，韓国企業の倫理経営の実態を検討する。
2．韓国企業の倫理経営
（1）現　況
　表1は韓国財界の代表組織である全国経済人連合会（以下，全経連）が，2003年11月に実施し
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表1　韓国企業の倫理経営の推移
単位：％
　　　　　　　　　　　　　年度
?ﾚ 1999 20012002 2003
企業倫理憲章を保有している企業
@上位30大企業
@500大企業
33．3
Q1．8
69．4
S5．2
76．3
S9．7
86．8
T9．9
倫理経営が必要か
@とても必要
@ある程度必要
? 54．5
S2．9
59．9
R6．0
68．0
R0．7
倫理経営が必要な理由
@社会的責任
@企業の生存性・収益性
92．2
U．8
68．7
Q8．4
69．1
Q8．5
62．7
R6．0
企業倫理教育を実施している 25．5 60．6 70．378．4
人事査定に倫理を反映させている 7．2 13．1 17．2 21．6
（出所）全国経済人連合会「2003年度　倫理経営実態調査」および李
　　　種永（2005），24～25ページを参照して筆者作成。
た韓国企業の倫理経営に関する調査結果である。調査対象は売上高上位500の企業であり，このう
ち回答は292社であった。表1を見てもわかるように，1999年から2003年の5年間で韓国企業が倫
理経営に積極的に取り組んでいる状況が見て取れる。企業倫理憲章を保有している企業は，売上高
上位500の大企業の場合，21．8％から59．9％へと上昇している。さらに，上位30の大企業に至って
は，33．3％から86．8％と二倍以上の伸びを示している。倫理経営の必要性についても，ある程度必
要という認識は年々低下し，むしろ大変必要であると感じている企業が増加傾向にある。これは今
や倫理経営が選択肢ではなく，必須事項になりつつあることを示している。また，企業倫理教育を
実施している企業も増えており，さらに企業倫理を人事査定に反映させる企業も多くなってきてい
る。
　ここで，ひとつ特徴的なのが，倫理経営を必要とする理由である。社会的責任を感じて倫理経営
に取り組んでいる企業が92．2％から62．7％へと大きく低下しているのとは対照的に，企業の生存性
や収益性という理由から倫理経営に取り組んでいる企業が6．8％から36．0％へと増加している。つ
まり，韓国企業は倫理経営への取り組みを企業の存続に関わる必須事項であると捉えると共に，倫
理経営の実施が新たな収益を生むものであると考えている。では，倫理経営と収益性にはどのよう
な関係があるのであろうか。また，倫理経営に取り組めば，本当に収益性が向上するのであろう
か。そこで次節からは，倫理性と収益性の理論的関係，倫理経営と収益性の関係についての実証研
究，そして事例研究を通して韓国企業の倫理経営の実態を考察していく。
②　倫理性と収益性の理論的関係
　前節では，倫理経営に取り組む企業の増加傾向を見てきた。倫理経営を実施する理由としては，
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図1　倫理経営と収益の関係
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（出所）’李種永（2005），42ページ。
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図2　企業倫理と企業利益
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長期的利益
（出所）　同上，45ページ。
社会的責任よりもむしろ企業の生存性や収益性が挙げられていたが，倫理経営と収益性の関係を見
る前に，企業の倫理性と収益性にはどのような理論的関係があるのか簡単に触れておきたい。
　李種永（2005）は企業の倫理性と収益性との関係について，次の4つに区分して表している7。
（図1参照。）【1】収益も上がらず，しかも倫理水準も低い企業は社会に存在する必要のない企業
である。一方，【2】収益を多く上げてはいるが，倫理水準の低い企業は理想的な企業とは言えな
い。しかし【3】倫理水準だけが高くても収益を上げられなければ，企業として存続することがで
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きない。すなわち，理想とされる企業は倫理水準も高く，なおかつ高い利益水準を上げる【4】の
形態であり，韓国企業が目指すべき形態であると考えられる。しかしここで，実際のところ倫理水
準も利益水準も高い企業というのは本当に成立するのであろうかという新たな疑問が生まれてくる
だろう。その疑問に応えたのがMark　Pastin（1986）の研究である。
　Mark　Pastin（1986）は「高い倫理性をもつ組織の原理というのは，高倫理かつ高収益の組織の
原理をいう8」と述べており，例えば，高倫理かつ低収益の企業や高収入かつ低倫理といった企業
は持続可能性を失うとし，高収益を上げるためには，高倫理企業への転換が必要であると指摘して
いる。では，高倫理企業へ転換するためにはどうすればよいのか。Mark　Pastin（1986）はその原
理について，以下4つ挙げている9。第一原理として，高倫理企業は様々な内外の利害関係者と相
互作用をもつことが挙げられている。高倫理企業の基本原則に従えば，利害関係者の利益はその企
業自身の利益の一部となることである。第二原理として，高倫理企業は公正ということに執着する
ことが挙げられている。基本原則では，他人の利益と自分の利益は同じくらいであることが強調さ
れる。第三原理として，高倫理企業では責任は集団よりも個人にあり，企業の行動についても個人
的な責任を負うとされる。基本原則では，個人が自分自身に責任を持つことが求められている。第
四原理として，高倫理企業は目的の観点から自分たちの活動を見ていることが挙げられる。ここで
いう目的とは企業のメソパーが価値を評価する一方法のことを指す。また，目的は企業と環境を結
びつけるものでもあるとされる。
　このように，倫理的な水準と利益水準の両方とも高い企業が理想的な企業であり，またこういっ
た企業こそがステイクホルダー（以下，利害関係者と表記）との関係上，望ましい企業であること
がわかった。つまり，倫理性が高く，それでいて収益性も高い企業が求められているのである。こ
の両者を繋げるものとして，倫理経営への取り組みが考えられるが，そこで次に，倫理経営に取り
組むことと収益性との間にはどのような関係があるのかを研究老による実証研究および全経連の調
査結果から考察していきたい。
（3）倫理経営と収益性との関係
　韓国の倫理経営研究の先駆者である延世大学の朴憲俊は共同研究において，倫理経営と企業成果
についての研究結果を報告している10。この報告では，二つの示唆がなされている。一つは理論的
な示唆である。同氏の実証研究によると，企業は経営活動が倫理的に高ければ高いほど，企業の収
益性と短期の償還能力が良好であり，しかも企業の長期負債の償還能力も良好であり，他人資本に
対する依存度が低いということがわかった。もう一つは経営的な示唆である。この示唆では，韓国
企業の経営者に対し倫理経営の必要性を説いている。また，倫理経営の実践は必ず企業の競争力と
なり，企業成果にとって肯定的な影響を及ぼすという事実を真摯に受け止め，倫理経営に積極的に
取り組むべきであると指摘している。
　一方，全経連でも上記の研究結果と同様の調査報告が公表されている11。同調査は，企業の倫理
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表2　倫理経営と株価上昇率
単位：％
区　　分 2001 2002 2003平均
倫理憲章を制定し，専門部署を設置した企業 65．4 2．3 79．8 49．2
倫理憲章を制定した企業 59．5 11．458．4 43．1
倫理憲章を制定していない企業 46．3 一11．170．5 35．2
総合株価指数の変動率 37．5 一9．5 29．2 19．0
注：前年対比　株価上昇率（各年度増加基準）
（出所）全国経済人連合会倫理経営チーム編（2004），3ページ。
経営と株価変動率，売上高営業利益率などの企業価値および成果間の関係を分析し，倫理経営が企
業成果とどのような関係にあるのかを検討している。この調査で対象となったのは，2004年4月
に韓国公正取引委員会が資産総額を基準として発行したr2004年度相互出資，債務保証制限1251
の企業集団（公正取引委員会が指定した上位大規模企業集団13）』であり，この中から倫理憲章を
制定し，かつ専門部署を設置している企業10社，倫理憲章だけを制定している企業10社，倫理憲
章も未制定で，専門部署も設置していない企業10社の計30社である14。調査期間は，2000年度から
2003年度の4年間であった。結論から言えば，積極的に倫理経営を実践している企業は，そうで
ない企業に比べ市場価値が高いということであり，倫理経営と企業成果には一定の相関関係が見ら
れるとしている。
　表2は倫理経営と株価の上昇率の関係性を見たものである。倫理憲章を制定し，専門部署を設
置した企業の株価上昇率の平均は49．2％であり，倫理憲章を制定した企業の43．1％，倫理憲章を制
定していない企業の35．2％よりも高い数値を上げていることがわかった。また，倫理経営の専門部
署を設置した企業の株価は，株価上昇時には相対的に大きく上昇し（65．4％），下落時には倫理憲
章を制定していない企業に比べて，比較的安定した数値（2．3％）を保っていることがわかった。
　このことから，倫理憲章を制定し，専門部署を通じて積極的な倫理経営を実施している企業は，
比較的高い水準の収益率を見せており，一方，倫理憲章を制定していない企業は，株価変動の起伏
が激しいことが判明した。また，倫理憲章を制定している企業と未制定の企業の間にも株価の上昇
率に差異があることがわかった。
　表3は倫理経営と売上高営業利益率との関係を示したものである。これによると，倫理憲章を
制定し，専門部署を設置した企業は，上場した製造業全体の3年間の平均売上高営業利益率であ
る7．6％をさらに上回る11．3％を記録し，倫理憲章を制定した企業（5．3％），未制定の企業（5．6％）
よりも二倍近い高い数値を表している。一方，倫理憲章も制定しておらず，専門部署も設置してい
ない企業は，上場した製造業者の平均にも及ばないという結果が出された。
　このように韓国の学術研究や経済界による調査結果からわかったことは，倫理経営と企業成果の
間には一定の相関関係があるということ，そしてその相関関係に裏付けられるようにして，韓国で
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表3　倫理経営と売上高営業利益率
単位：％
区　　分 200020012002 2003平均
倫理憲章を制定し，専門部署を設置した企業 11．5 11．3 11．0 11．5 11．3
倫理憲章を制定した企業 6．0 4．8 4．4 5．8 5．3
倫理憲章を制定していない企業 5．9 6．2 4．8 5．3 5．6
上場している製造業の全体 8．9 5．8 8．0 一 7．6
（出所）　全国経済人連合会倫理経営チーム編（2004），3ページ。
は倫理経営への取り組み動機として，生存性や収益性といった面が表れていたことである。ところ
で，こうした韓国での傾向は世界的な状況から比較するとどうなのであろうか。近年，世界的に興
隆している企業倫理や経営倫理，CSR（Corporate　Social　Responsibility：企業の社会的責任）とい
った議論は先進国（例えば，日本やヨーロッパ）ではどのように捉えられているのであろうか。韓
国同様，生存性や収益性のために取り組むという傾向があるのだろうか。先に実施された調査結果
から検討してみたい。
　まず，日本の場合である。西ヶ谷（2002，2003）が2002年6月と2003年7月に，東京23区内の
企業に勤務する男女従業員500人（2002年，男性：282人，女性：218。2003年，男性：250人，女
性：250人。）を対象として行った企業倫理に関するアソケート調査によると，「企業倫理の実践が
自分の勤めている会社の利益につながる」という質問項目で，「そう思わない」との回答が2002年
で6．2％，2003年で8．6％となり，「どちらともいえない」が2002年20．4％，2003年19．8％という結
果になった。一方，「そう思う」との回答が，2002年で73．4％，2003年で71．2％と全体の約7割に
上り，企業倫理の重要性を認識すると共に，企業倫理が収益につながると考えていることがわかっ
た。また，経済同友会（2003）の調査報告である経済同友会所属の代表者および東証1部2部に
上場している企業の代表老を対象として行ったアソケート調査においても，彼らはCSRと企業の
収益性の関係について肯定的な態度を示したのである15。
　では，ヨーロッパの場合はどうであろうか。経済同友会（2003）が2002年9月から1ヶ月間，
ヨーロッパで実施した調査結果によると，ヨーロッパではCSRが企業の収益と同時に目指すべき
ものとして認識されており，CSRが企業収益や企業競争力の源泉になると理解していることがわ
かった。さらにCSRを将来的・長期的な利益に結びつく「投資」として認識し，経営の中核に位
置付けされていることも同調査で報告されている16。
　このように，「企業倫理や経営倫理，そしてCSRが企業の収益性にとって重要」という認識は
韓国と同様，日本やヨーロッパにおいても主流をなすものであるといえよう。ただ，注視しなけれ
ばならない点は，日本やヨーロッパの場合，企業倫理等の取り組みが生存性や収益性のみに傾斜し
ているわけではないということである。先程の西ヶ谷（2002，2003）の調査の中で，業務を遂行
する上で重視することの一番に挙げられているのが，「消費者や取引先などお客様の満足」であり，
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「会社の利益」は二番目に位置付けられている17。経済同友会（2003）の調査でもCSRに含まれる
項目として，第一に「より良い商品・サービスの提供」を，第二に「法令の遵守，倫理的行動」が
挙げられており，その次に「収益確保，納税」が挙げられている18。このように，企業が第一に考
えていることは，顧客への満足度を高めることであり，収益性は二の次に位置付けられているとい
うことである。
　では実際のところ，韓国企業自身はどのように倫理経営に取り組んでいるのだろうか。学術研究
や調査結果で表れたように，生存性・収益性を第一目標にした倫理経営を目指しているのであろう
か。または日本やヨーロッパのように，顧客や取引先の満足を第一に据えて倫理経営を実施してい
るのであろうか。このことは韓国企業が収益性を通じて株主利益を上昇させているのか，または株
主以外の利害関係者を重視していくのかという議論とも係わってくると思われる。というのも現
在，利害関係者を重視した経営は世界的に主流になりつつあるためである。宮坂（2004）によれ
ば，「株主中心主義的な「流れ」は一部にいまだ残っているが現在では必ずしも大きな存在でなく
なってきている「ひとつ」の兆候」であると述べている。そして，「むしろ今後多くの国々へ大き
な影響を及ぼすと思われるのは「ステイクホルダー行動主義」である19。」としている。つまり，
今後は利害関係者を重視した経営が必要であると説いているのである。
　そこで，次節では韓国企業の実態を把握するため，事例研究を取り上げてみたい。取り上げる企
業は，韓国国内で最初に倫理綱領を発表した公益企業のPOSCO（旧浦項製鉄）と，私企業で初め
てのLGグループ，そして倫理経営を通して見事なまでに株価や営業利益を上げ，上記の調査結果
に合致するような成果を上げた流通の新世界（Shinsegae）の事例について考察する。そして，実
際のところ，これらの企業が倫理経営の第一目標を生存性や収益性といった，ある意味で株主利益
に重点を置いているのか，もしくは顧客や取引先の満足度といった利害関係者に重点を置いている
のかを確認していきたい。
3．事例研究
（1）　POSCO20
　POSCOは1993年，国内で初めて倫理綱領を制定した企業であり，倫理経営の先駆的な企業であ
る21。POSCOが制定した93年の倫理綱領22は，（1）経営の基本精神，（2）法と倫理の遵守，（3）利害関
係者に対する責任，（4）従業員の思考と行動基準という4章立てで構成されている。経営の基本精
神では，基本責務，労使関係，新規事業，環境保護について掲げられている。とりわけ，基本責務
には，企業が社会的責任を積極的に遂行しなければならないことが謳われており，公益企業とし
て，社会や文化の発展に寄与し，模範的な企業像を創造することも目標としている。
　さらに利潤の捉え方については，従業員にとって利潤は職場を保証するものであり，株主には投
資収益を提供するものであり，国家や地方自治体には税金を納めるものであるなど，利潤が経済的
機能の要素になることを指摘し，合理的で効率的な経営を通して，適正な利潤を継続的に創出する
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妥当性を説いている。しかし，利潤を追求するといっても，社会の基本秩序と市場経済の基本原理
を遵守し，公正な競争と正統な方法，透明な経営を行うことは必然であるとも述べている。
　法と倫理の遵守では，倫理的行動，法規の遵守，政治への不介入を挙げている。利害関係者に対
する責任では，最初に株主に対しての責任が書かれている。株主に対する責任として，合理的な投
資と適正な利潤創出により，株主の利益を誠実に保護することが謳われている。次に顧客への責任
として，顧客満足の積極的な推進を挙げている。供給業者への責任として，互いの信頼関係の重要
性を説いている。地域社会への責任として，地域社会の産業発展と文化の振興に参加し，共存共栄
の道を繁栄させるとしている。
　このようにPOSCOは国内で初めて倫理綱領を制定した企業であるが，　POSCO自身，上記に挙
げた倫理綱領は実践的な内容ではなく，いわば形骸化した宣伝文句のようなものになってしまい，
当初から限界を感じていたと振り返る。そして，倫理経営の必要性を再認識し，各従業員の意見を
取り入れ，グローバル企業の倫理経営に学んだ末，2003年6月新たに倫理規範を制定した23。
　POSCOの倫理規範は，利害関係老に対する会社の倫理的価値判断基準と原則を記した本文，実
践のための具体的行動基準を決めた行動準則，そして利害関係者の間で発生すると思われる10種
類の非倫理的状況における倫理的意思決定基準に関する実践指針，そして5つの質問形式である
企業倫理自己診断表（社員証の裏に印刷されており，いつでも内容を確認できるようにしている。
表4参照。）の4つで構成されている。
　POSCOの倫理規範は基本責務，顧客および取引先，株主および投資者，従業員，そして国家と
社会の5つから構成され，各利害関係者との関係性を重視している。特に，93年に制定した倫理
綱領では，株主の項目が顧客より先に記載されてあったが，倫理規範では反対に顧客が先に掲げら
れている。これは10年間で企業を取り巻く環境が変化したことを悟り，POSCOがまさに株主中心
志向の経営から顧客優先，さらに利害関係者志向の経営への意識転換を図ったのではないかと思わ
れる。つまり，株主だけを重視する経営ではなく，時代的な流れである利害関係者重視モデルを模
索し始めたということである。
　行動準則は7項目から成り，（1）顧客との取引，（2）利害関係の相反，（3）会社資産の保護，（4）情報
保護および共有，（5）従業員の姿勢，（6）健全な社会生活，（7）倫理規範の遵守が挙げられている。
表4　POSCOの企業倫理自己診断表
1．今の行動は公開されても恥ずかしいものではないか？
2，時間と権限を会社のために使用しているか？
3，他人に対して不当な要求をしていないか？
4，会社の業務を積極的に遂行しているか？
5．今，行っている方法は，果たして最善の方法なのか？
（出所）POCSOのホームページ「企業倫理」より。
一47一
　実践指針は全部で13条から成るものであるが，実践指針の目的は，倫理規範の効率的な運営の
ために，利害関係者から金品や接待，便宜事など一体の便益が許容される範囲と行動などを決める
ためのものである。この実践指針でも，やはり利害関係者という言葉がよく使用されている。後述
する倫理システム構築の中でも，「利害関係者と共にする倫理実践」を掲げ，POSCOの倫理経営
は利害関係者の理解により成り立つものとしている。そして，CEOが年間2回ほど主要な利害関
係者に対し書簡を送り，倫理実践の賛同と協賛を願い出ている。また，浦項，光陽，ソウルなど地
域別に企業倫理説明会を開催している。
　以上の倫理規範，行動準則，実践指針からもわかるように，やはりPOSCOは従来の株主重視志
向の経営から，利害関係老を重視した経営へと方針を変えているのではないかということである。
　では，実際の制度化はどうであろうか。POSCOは企業内での倫理システム構築に向けて，様々
なインフラを準備・設置している。上記の倫理規範を企業内で根付かせ，新たな企業文化とするた
めに，倫理経営専門担当部署を設置し，企業倫理実践事務局を開設した。この事務局は制度の立案
や施行はもちろんのこと，企業倫理教育や広報活動・相談など倫理経営の中核を担う組織となって
いる。また，2003年6月には，会社のホームページ上にオンラインの倫理相談サイトを開設し
た。同年7月には，企業倫理相談センターを開設し，POSCOの利害関係者だけでなく，一般の人
も利用することができるようにした。8月には，企業倫理実践リーダー制度を定め，部・室単位で
各1名ずつ企業倫理実践リーダーを任命している。このリーダーの役割は，所属部署の倫理規範
実践計画を樹立・推進し，同僚や部下の相談にのる一方，企業倫理実践事務局との意見交換などの
橋渡し役も担っている。
　他方，企業倫理教育については，絶えず多様な方法を用いている。全社員を対象としたオンライ
ン企業倫理教育を1人当たり年間20時間の範囲内で実施している。また，役員クラスの社員に
は，企業倫理実践事務局で直接，集団教育を行っている。一般社員には，各部の部長が主幹するデ
ィベート中心の事例教育を実施し，改善のためのワークショップを年間2度，開催している。こ
れは事例集として今後の教育資料として活用している。
　その他，非倫理的行為を防止する制度として，内・外部申告者保証制度を運営している。取引業
老に対して，個別に企業倫理説明会を実施している。この説明会では，POSCOの企業倫理への取
り組みを紹介し，利害関係者とのWIN－WIN体制を強固にしている。　POSCOは非倫理的行為を
した社員に対して，厳格な処罰を適用している。社員の人事評価の中でも倫理の比重を6％から20
％に増やしたとしている。
　以上のように，POSCOは倫理規範等の取り組みにおいて，倫理綱領を掲げた当初は，利害関係
者よりも株主重視を中心とした経営を行っていた。しかし，10年の月日を経て，新たに倫理規範
を制定し，POSCOが株主重視の経営から利害関係者志向の経営へと変化の兆しを見せていること
がわかった。さらに，実際の倫理システム構築に向けても同様の傾向が見られることがわかった。
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（2）LGゲループ24
　LGグループは1994年2月に倫理規範の宣言を行い，韓国の私企業の中で，さらに韓国4大財閥
（94年当時は5大財閥）の中でも最初に倫理規範を制定した。その倫理規範の基盤となったLGグ
ループの経営理念には「正道経営」がある。「正道経営」は主に二本柱が存在する。それは「顧客
のための価値創造」と「人間尊重の経営」である。前者は顧客に対して常に正直であり，月並みな
製品やサービスを提供するのではなく，顧客にとって本当に意味のある価値を創造し，顧客の要求
に合わせ，顧客の満足度を伸ばすことである。後者は，LGグループがしばしば「人和25」企業で
あるといわれるように，従業員をとりわけ大切にしている。従業員に対して，公平な機会均等を与
え，能力と業績に基づき公正な待遇を行う。企業は従業員により構成されており，その従業員に対
する考えが組織運営の基本価値になると認識している。
　「顧客のための価値創造」，「人間尊重の経営」の二つを実践するために，LGグループでは5つ
の従業員行動規範が設定されている。（表5参照。）
　上記のような，LGグループの経営理念に加えて，　LGグループは倫理規範を制定している。倫
理規範は，第一章「顧客に対する責任と義務」，第二章「公正な競争」，第三章「公正な取引」，第
四章「従業員の基本倫理」，第五章「従業員に対する責任」，第六章「国家と社会に対する責任」の
6章から成る。
　「顧客に対する責任と義務」では，顧客の尊重，価値の創造，価値の提供が謳われている。「公正
な競争」では，自由競争の追及と法規の遵守が謳われている。「公正な取引」では，平等な機会，
公正な取引手順，そして相互発展の追及が掲げられている。「従業員の基本倫理」では，基本倫理，
使命の完遂，自己啓発，公正な職務遂行，会社との利害相反の回避が挙げられている。「従業員に
対する責任」では，人間尊重，公正な待遇，創意性の促進が言われている。「国家と社会に対する
責任」では，合理的な事業の展開，株主利益の保護，社会発展の寄与，環境の保護が言われている。
　これらの倫理規範が制定された後，LGグループは企業倫理委員会を運営し，倫理規範の実行過
程において現れた事柄について修正・補完している。それだけでなく，倫理規範を経営活動に具体
的に適用するために，系列社別に倫理委員会を構成し，詳細な実践項目を制定している26。
　このことから，LGグループは顧客と従業員を大切にしており，まさに「人和」を象徴する企業
表5　LGグループ行動規範
1．顧客が望むことを心に刻みながら聞きとり，実践的に応じよう。
2．挑戦のない成功はない。失敗を恐れず挑戦しよう。
3．うまくいかない理由より，うまくいく方法を探そう。
4．よく褒めよう。褒めることが意気揚々になれる。
5．協調は自分から先に，成果は他者に与えよう。
（出所）LGホームページ「経営哲学」より。
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であることがわかった。顧客と従業員の重視は，倫理規範では上位に掲げられており，株主利益の
保護については最終章に謳われていた。この順序からもわかるように，LGグループは必ずしも株
主利益を第一に考えている企業ではなく，むしろ顧客や従業員といった株主以外の利害関係者を重
視している企業であるといえるだろう。
（3）新世界（Shinsegae）
　韓国流通大手の新世界は，しばしば倫理経営の成功事例として扱われている。成功事例と言われ
る所以は，倫理経営を実践した結果，株価が大幅に上昇したためである。1999年12月の株価は
57400ウォンであったが，倫理経営を実施した後，2002年11月末の株価が162000ウォソと182％の
大幅な上昇を記録した。新世界自身は必ずしも倫理経営が株価上昇に結びついたとは見ていないも
のの，全経連は相当な関連があるのではないかと考察している27。では，新世界はどのような倫理
経営に取り組んでいるのだろうか。
　新世界が倫理規範と倫理実践指針を制定したのは1999年9月である。それから3ヶ月後の12月
には，新しい経営理念を制定した。その内容は「新世界は企業倫理を土台として，企業の社会的責
任を果たし，顧客，従業員，取引会社および株主の成果と価値を共に分かち合い，豊かで合理的な
生活文化を先導する世界超一流の流通企業となる28」というものである。そして，新世界は倫理経
営の意味を「正しいことを正しい方法で遂行すること」と定義し，何が正しいことなのかに対する
問いは，合法性，透明性，合理性という3つの原則で示している。
　新世界は社命として，「利害関係者との共存」を掲げている。主要な利害関係者である顧客，従
業員，取引会社および株主に対し，会社の責任と義務を果たし，利害関係者との関係を構築してい
く決意を示している。
　では，新世界の倫理経営29とはどのようなものなのか。まず，新世界の倫理憲章は，先程の利害
関係者との共存をさらに誓ったものとなっている。倫理憲章の項目は5つから成り，一番初めに
社員のやりがいを重視していることが掲げられている。二番目には顧客の幸せを，三番目には取引
会社との共存共栄を，四番目に株主権益の保護を，五番目に国家と社会の発展に寄与することが掲
げられている。新世界の倫理経営は，上記の倫理憲章に加えて，（1）倫理規範，（2）倫理実践指針，（3）
倫理行動規範の3つから構成される。倫理規範は，新世界の経営全般に関する基本精神と業務遂
行の基準を規定している。倫理規範は総則の後に，5つの章が設けられている。それぞれ社員尊重
の経営，顧客尊重の経営，取引会社尊重の経営，株主重視の経営，社会責任の経営となっている。
　倫理実践指針は，従業員が取引会社および外部の利害関連会社に対する際の金品や接待などにつ
いて詳細に規定している。主として，賄賂と不適切な供与の禁止，金品や経済的利益等の授受行為
の禁止などである。
　倫理行動規範は，倫理規範の内容の中で，重要な10種類の項目を選定し，従業員がいつも念頭
において実践できるように規定している30。（表6参照。）
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表6　倫理行動規範10か条
一，我々は顧客を尊重し，顧客のために責任と義務を果たす。
一，我々は法規を遵守し，自由競争市場の秩序を尊重し，正当な情報を入手・活用することで，公正な競争
@　を追求する。
一，我々はすべての取引会社に平等な機会を保障し，有利な立場を利用したどんな形態の不正行為も行わな
@　いようにし，公正な取引を通して共同の発展を目指す。
一，我々は取引会社と接触した際，会社を代表しているという気持ちで礼儀正しく務め，尊敬と信頼を受け
@　るように行動する。
一，我々は商取引を通して知り合った会社の営業秘密や情報などを漏らしたり，不当に利用したりしてはな
@　らない。
一，我々は取引会社から金品や贈物を授受したり接待などを不当な利得を得たりするなど，不道徳な行為を
@　してはならない。
一，我々は売場の商品や取引会社のサンプルなどを不当に取得してはならず，会社の資産を私的に利用する
@　等の一連の行為を慎む。
一，我々は勤務時間内の業務と関連のない一連の行為を慎む。
一，我々は組織を瓦解させる派閥の形成，流言輩語の流布および従業員間の差別待遇行為を根絶する。
一，我々は不健全な私生活を慎み，徹底した自己管理能力を強化する。
（出所）　新世界編（2002），212～213ページ。
?
　では，新世界の具体的な経営倫理推進システムはどのようなものがあるのか。主に8つを挙げ
ることができよう。
①倫理経営の専門組織一1999年12月，倫理経営の発進と共に，企業倫理実践事務局を開局した。
　　2005年5月時点で10人の人員を選定し，倫理経営の制度樹立や企業倫理教育，対外業務，そ
　　して不正予防の調査活動や経営診断などを遂行している。
②倫理経営教育体系一毎年1月か2月に倫理経営役員のワークショップを開催している。ワー
　　クショップを通じて決まったことについては，各事業部の業務計画で具体化され，実践され
　　る。ワークショップは役員クラスとそれ以下に分けて実施している。前者は特に倫理的意思決
　　定と係った内容を中心に進行しており，後者はインターネットによるE－Learning方式を通じ
　　て，倫理的な問題事項を学んでいる。
③社内ネットワークの活用一社内放送にて，倫理経営に関するニュースと企画プログラムを持続
　　的に放送する。
④倫理経営ホームページー2000年4月に開設。2003年6月に大幅改編をし，2005年5月にもさ
　　らに内容を改編し，倫理経営に関心をもつ利害関係者にも新世界の倫理経営を紹介している。
　　とりわけ，このホームページは非倫理的行為に対する社内・社外の申告を受理する窓口となっ
　　ている。今までに受け付けた全体の件数は，2001年137件，2002年181件，2003年217件であ
　　り，年々増加傾向にある。役員用ホットラインでは，2001年33件，2002年37件，2003年28件，
　　2004年36件であった。また，取引会社と顧客のホットラインは，2001年104件，2002年144件，
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　2003年189件，2004年166件であった。
⑤取引会社へ倫理経営を伝える一取引会社に対しても倫理経営セミナーを進行した。2003年，
　倫理経営セミナーへ自発的に参加した取引会社は300社あまりであった。また，2003年9月，
　10月の2ヶ月間で3300人の取引会社の営業担当者に対し，倫理経営セミナーを実施した。
⑥取引会社の倫理経営の認識を高める一年間2度，取引会社に対し，新世界の倫理経営の方針
　を文書で伝達している。また，2003年から取引会社の理解と共感を得るために，倫理経営の
　冊子を製作し発送している。
⑦社会への拡散を目指す倫理経営一新世界は2002年6月，国内で初めて倫理経営白書を発刊し，
　2004年7月に第2巻を発刊した。国外へは2001年と2003年の二度に渡り，日本や欧米などの
　先進国の倫理経営推進企業を訪問した。国内では，市民団体の一つである反腐敗国民連帯が主
　催した「クリーンコリア21」に私企業として唯一3度も参加し，倫理経営に関する資料等を
　展示した。そのため，2000年8月には，反腐敗国民連帯から最優秀模範事例に選定され，
　2003年，2004年と立て続けに表彰を受けている。これら各賞の受賞が社会から良い評価を受
　けている。
⑧倫理経営の月別活動テーマー新世界は2000年4月から毎月，倫理経営の活動テーマを決めて
　きた。2003年からはテーマ活動の主題を固定し，より実践的な内容にしている。
　以上のように，新世界では倫理規範や倫理指針を定めるだけでなく，より実践的な活動に取り組
んでいることがわかった。とりわけ，社内だけの倫理教育だけでなく，社外からの客観的評価を得
るため，社外に対して積極的に活動していることもわかった。この取り組みは利害関係者との関係
づくりを目指しているといえよう。新世界では株主に対する責任よりも，顧客重視，従業員重視，
地域社会重視といった利害関係者志向の経営が取り組まれている。
4．　おわりに
　本稿では，まず韓国企業を取り巻く国内外の環境の変化を確認し，近年，経営の透明性向上が韓
国企業にとってひとつの課題になっていることを提示した。さらに経営の透明性を向上させるため
に，多くの韓国企業が倫理経営に取り組んでいる状況を確認し，こういった状況の中で，倫理経営
と収益性を結びつけた実証研究も盛んになってきたことを示した。そして，そこから導出されたも
のとして，果たして倫理経営と収益性の間にはどのような関係があるのかを考察してきた。
　次節では，初めに全経連の調査結果から，倫理経営を実施している韓国企業の増加状況を概観
し，その理由が企業の生存性や収益性のためであることを確認した。続いて，以下3つの視点か
ら考察を進めた。（1）理論的枠組みでは，倫理性と収益性の関係を確認し，倫理水準，収益水準いず
れも高い企業が求められていることがわかった。そして，倫理性と収益性を結びつけるものとし
て，倫理経営が浮上した。（2）倫理経営と収益性の関係では，共に相関関係があることが判明した。
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それは学術研究の結果および全経連の調査結果によって明らかにされた。また，倫理経営と収益性
の認識についてさらに深めるために，日本やヨーロッパの場合と比較検討してきた。日本やヨーロ
ッパでは韓国同様，企業倫理やCSRへの取り組みは企業にとって少なからず収益をもたらすと認
識されていた。しかしながら，その認識が全てではないこともわかった。それと関連して，株主中
心志向なのではなく，むしろ利害関係者志向に傾斜していることも調査結果から窺うことができた。
　（3）では，実際のところ，韓国企業が目標としている倫理経営は株主中心志向か，それとも利害関
係者志向なのか。それを確認するため，事例研究を試みた。POSCO，　LGグループそして新世界の
事例を取り上げたが，いずれの企業も若干の差異は見受けられるものの，必ずしも株主中心志向の
倫理経営を目指しているわけではなく，それより利害関係者志向の倫理経営を目標としていたこと
が判明した31。
　以上のように，韓国における倫理経営は，学術研究と韓国企業の実態との間に力点の違いが見受
けられた。力点の違いとは，前者においては，従来，コーポレート・ガバナソス論で議論されてい
たように，株主中心志向の側面に力点が置かれていたということである。しかし，後者において
は，株主中心志向というよりも，むしろ利害関係者志向へ力点を置いた倫理経営がなされているこ
とが本研究において確認された。
　今後の課題としては，さらに多くの事例研究を行い，より詳細な研究を行っていくこと。また，
各々の利害関係老と韓国企業との関連性を深く考察し，個別レベルでどのような倫理経営を目指し
ているのかを検討していきたい。
注
11998年1月，金大中大統領（当時）により表明された財閥改革の五大原則の中には，①透明性の向上，②説
　明責任の強化，③相互債務保証の解消，④財務構造の強化，⑤専業への特化が挙げられている。Sung－Hee
　Jwa，　In　Kwon　Lee（2004），83ページ。しかしながら，大企業の透明性欠如の問題は未だ解決されておらず，
　透明性強化は韓国企業にとって急務とされる。深川（2004），10ページ。
2イ・ゴソヒ，チェ・チャンミョソ（2004），50～52ページ。政府の活動支援だけでなく，市民団体も小額株
　主運動を果敢に起こしている。例えば，参与連帯という団体が1997年に韓実製鉄の不正に絡んで，第一銀行
　の取締役を相手取り代表訴訟を起こした結果，一審で参与連帯が勝訴した。同じく，2001年には三星電子に
　対しても勝訴を勝ち取り，こういった市民団体の活動が企業活動の新たな監視という役割を担っているとい
　える。これはまさに民主化以降の新たな傾向であろう。安倍（2005），61ページ。
3韓国上場企業における外国人株主の株式保有は，93年は8．74％であったが，99年には12．37％へ，さらに
　2003年には18％へと上昇している。詳細は韓国証券取引所（2005）『株式』2月号を参照のこと。
4通貨危機以後，韓国企業のコーポレート・ガバナンスに関する論議は多数あるが，李岐珍（2004）は，韓国
　はアメリカ型のコーポレート・ガバナソスを目指したと指摘する。つまり，韓国企業はこれから株主重視の
　経営へと転換を図っていると推測される。
5李種永（2005，28ページ）は倫理経営の定義について，企業倫理，経営倫理との対比で述べている。企業倫
　理というのは企業活動に関連する倫理的基準という静態的な観点をいう。しかし，社会に対する企業の影響
　’力が増大するに伴い，企業経営に重点を置く経営倫理という概念に変った。そして，その中でも，企業の社
　会的責任を重視し，企業の持続的な成長のためには，企業の倫理的意思決定が重要になり，倫理経営という
　動態的な概念へと発展したと説明している。
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　　また，南尚九（2004，83ページ）は「企業が積極的かっ主体的な姿勢で，企業倫理の遵守を行動原則とし，
　経済的・法的責任はもちろん，社会通念的に期待される倫理的責任の遂行を，企業の責務として認識する経
　営形態を言う。すなわち，企業や個人の利益追求活動と，企業倫理の間に葛藤が生じた場合，倫理的な側面
　を優先的に考慮することが倫理経営である」と定義している。
6南尚九（2004），86ページ。
7李種永（2005），42ページ。
8Mark　Pastin（1986），220ページ。
9ibid，218～225ページ。
lo朴憲俊，イ・ジョソゴン，キム・ビョンソソ（2001），128ページ。
11全国経済人連合会倫理経営チーム編（2004），1～7ページ。
12韓国の系列企業間における相互出資については，韓国公正取引委員会「独占規制および公正取引に関する法
　律（韓国版独占禁止法）」を，その変遷過程については高安（2005），91ページをそれぞれ参照のこと。
13同法第14条「相互出資制限企業集団の指定等（2002年1月26日改定）」において，韓国公正取引委員会は大
　統領令に基づき，相互出資制限企業集団，出資総額制限企業集団，および債務保証制限企業集団を指定し，
　同企業集団に属する会社にこれを通知しなければならないと規定している。
14業種別では以下のようになっている。（計30社）
区　　分 製造業 非製造業
倫理憲章を制定および専門部署を設置した企業 6 4
倫理憲章を制定した企業 7 3
倫理憲章が未制定の企業 7 3
15被調査者たちはCSRと収益性の結びつきを認識しているものの，実際に企業戦略の中核としてCSRを位置
　づけ，企業利益に効果のある戦略を実施している企業は全体のわずか8％に止まった。社団法人経済同友会
　（2003），159ページ。また，米国型資本主義に対して，全体の89％が「間違った方向ではないが，行き過ぎ
　や不完全な部分を是正していく必要がある」と回答している。同上，166ページ。
16同上，129～131ページ。
17西ヶ谷（2002），57ページ。および西ヶ谷（2003），87ページ。
18社団法人経済同友会（2003），172ページ。
19宮坂（2005），20～21ページ。2004年1月，スイスで開催された世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）
　では，コーポレート・ガパナソス問題について議論がなされた。この総会では，株価だけを意識した経営に
　対する反省の弁が世界的大企業の会長の口から語られたとされる。
20POSCOの歴史については，浦項製鐵社史編集委員会編（1989）や朴（1998）を参照した。
21POSCOは2004年末の調査で，韓国19の大学500名の教授たちが国内で最も倫理的な企業と判定した企業で
　ある。会長の李亀澤（イ・グテク）氏は2005年の韓国経営者賞にも選ばれた。同会長は，「倫理経営は選択
　事項ではなく，個人と会社の生存に係わる必修問題であり，いくら有能な人物でも身辺を潔白にできない人
　物は，会社と共に歩めない」と述べ，倫理経営の実践を強調している。韓国能率協会（2005），34ページ。
22全国経済人連合会，韓国企業倫理学会編（2000），195～206ページ。
23全経連倫理経営T／Fチーム編（2003），289～297ページ。およびPOSCOホームページ参照。
24LGの歴史については，　LG五十年史編集委員会編（1997），李漢九（2004），160～172ページおよび475～
　484ページを参照。またLGの企業文化や社会貢献活動等については，高承禧（2000）と崔鐘泰（2000）を
　参照のこと。
25福田他（2005），36ページ。および同上の文献も参照。
26高承禧（2000），263ページ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　°
27全国経済人連合会（2003），7ページ。
28新世界編（2002），209ページ。
一54一
ee新世界の倫理経営については，ホームページ，新世界編（2002），全国経済人連合会，韓国企業倫理学会編
　（2000）をそれぞれ参考にした。
30同上，210ページ。
31紙幅の都合上，倫理経営を実施しているすべての韓国企業は扱うことはできなかったが，少なくとも『韓国
　倫理経営総覧2005』に掲載されている84の企業においては，本文に挙げた3社と同様の傾向にあると思われ
　る。これについては今後の課題としていきたい。
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